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1.概 要

北海道企業および産業 を活性化するためには,道 外市場への進出が最重要課

題の1つ として挙げられていることは周知の通 りである。実際に,比 較的多 く

の企業が道外進出を試みているが,必 ず しも成功 している企業が多いとは言え

ない。また,公 的な施策においても,道 外市場への進出を支援 しようとするも

のが多 く行われているが,そ の効果についてはあまり把握 されていない。

本稿ではこのような問題意識に基づいて,道 内企業 に対するアンケー ト調

査1)か ら,道 外企業の市場行動や道外市場への進出の成功要因や失敗要因,成

功要件を醸成するための経営施策,お よび公的施策の有効性 などについて分析

している。

2.北 海道企業 の市場行動

本章では北海道企業の市場行動 として,民 間受注およびリピー トオーダーお

よび業界別の特徴に注 目して分析する。

(1)民 間受注とリピー トオーダー

北海道企業のマーケッ トの構造を,次 の2点 に注 目して調査 した結果 を表1

に示す。

・民間企業か らの受注量 と官公庁からの受注量
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・リピー トオーダーか らの受注量 と新規顧客か らの受注量

表1受 注量とリピートオーダーに注目した北海道企業のマーケット構造

受注量
リピー トオー ダー

<新 規顧客

リピー トオーダー

=新 規顧客

リピー トオーダー

〉新規顧客

民間く官公庁 3(7.9%) 2(9.5%) 134(27.0%)

民間=官 公庁 1(2.6%) 5(23.8%) 20(4.0%)

民間〉官公庁 34(89.5%) 14(66.7%) 342(69.0%)

合計 38(100%) 21(100%) 496(100%)

表1よ り明 らかであるが,大 半の企業の受注は,リ ピー トオーダーが新規顧

客を上回っている。 また,リ ピー トオーダーの割合が増 えるにつれて,官 公庁

か らの受注が民間のそれを上回る率 も高 まっている(例 えば,表1中 民問く官

公庁の行の比率は,7.9%～9.5%～27.0%)。

絶対的な割合 としては,リ ピー トオーダーかつ民間か らの受注が多い割合が,

全体の69%に いたっているが,全 体の傾向としてはリピー トオーダーが増える

につれて,官 公庁からの受注が増える傾向が統計的な分析か ら抽出されている

(相関係i数0.118,近 似有意確率0.005)。

(2)業 種別の特徴

表1に 示 した傾向は北海道全般の傾向であるが,業 種別にみると業種 によっ

て事情の違いが明 らかとなる。表2に,表1と 同様の分析結果を業種毎に示す。

表2の 結果より,リ ピー トオーダーが増えるにつれ,官 公庁受注が増 えると

いう明 らかな関係を示 している業種は,建 設業である(相 関係数0.321,近 似

有意確率0.000)。 他の業種 にはこのような傾向はない。 しか し,建 設業の数

が多いため(555社 中154社,27.7%),北 海道全体 としては,こ の傾向が現わ

れてしまっている。逆にいうと,建 設業以外の業種ではリピー トオーダーの増

加 は,官 公庁受注に支えられているわけではないということである。

一般論ではあるが ,民 問受注を中心 とした,リ ピー トオーダーが売上の相当

数を占めるような受注構造が、通常の企業にとっては健全 と考えられる。官公
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表2業 種別にみた民間受注とリピートオーダーに注目した北海道企業のマーケット構造

業種(社 数) リピー トオーダく新規顧客 リピートオーダ=新 規顧客 リピー トオーダ〉新規顧客

農業

(2)

民間く官公庁 0 0 1(50%)

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 0 0 1(50%)

合計 0 0 2(100%)

建設

(154)

民間く官公庁 1(8.3%) 1(14.3%) 80(59.3%)

民問=官 公庁 1(8.3%) 2(28.6%) 12(8.9%)

民間〉官公庁 10(83,3%) 4(57.1%) 43(31.9%)

合計 12(100%) 7(100%) 135(100%)

金融 ・保 険業

(8)

民間く官公庁 0 0 0

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 0 1(100%) 7(100%)

合計 0 1(100%) 7(100%)

運輸 業

(31)

民間く官公庁 0 0 2(7.4%)

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 3(100%) 1(100%) 25(92.6%)

合計 3(100%) 1(100%) 27(100%)

小 売 ・外食

(49)

民間く官公庁 0 0 3(7.5%)

民間=官 公庁 0 0 0

民問〉官公庁 5(100%) 4(100%) 37(92.5%)

合計 5(100%) 4(100%) 40(100%)

不動産業
(3)

民間く官公庁 0 0 0

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 3(100%) 0 0

合計 3(100%) 0 0

製造 業(食 品)

(36)

民間く官公庁 0 0 1(2,9%)

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 1(100%) 0 34(97,1%)

合計 1(100%) 0 35(100%)

製 造業(木

材 ・木製 品 ・

家具)

(21)

民間く官公庁 1(100%) 0 0

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 0 0 20(100%)

合計 1(100%) 0 20(100%)

製 造業(紙 ・
パ ルプ ・紙加

工品)

(2)

民間く官公庁 0 0 0

民聞=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 0 0 2(100%)

合計 0 0 2(100%)

製 造業(車

輸 ・機械 ・精

密 ・電器)

(11)

民間く官公庁 1(50%) 1(100%) 2(25,0%)

民間=官 公庁 0 0 0

民間〉官公庁 1(50%) 0 6(75%)

合計 2(100%) 1(100%) 8(100%)

その他製造
(50)

民間く官公庁 0 0 20(42,6%)

民間=官 公庁 0 0 3(6.4%)

民間〉官公庁 3(100%) 0 24(51.1%)

合計 3(100%) 0 47(100%)

電 気 ・ガス ・

熱 供給 ・水 道

業

(12)

民間く官公庁 0 0 1(8.3%)

民間=官 公庁 0 0 1(8.3%)

民間〉官公庁 0 0 10(83.3%)

合計 0 0 12(100%)

商 社 ・卸 売

業 ・そ の他商

業

(115)

民間く官公庁 0 0 11(10.2%)

民間=官 公庁 0 1(33.3%) 2(1.9%)

民間〉官公庁 4(100%) 2(66.7%) 95(88.0%)

合計 4(100%) 3(100%) 108(100%)



28 商 学 討 究 第51巻 第1号

表2業 種別にみた民間受注とリピートオーダーに注目した北海道企業のマーケット構造(続 き)

業種(社 数) リピー トオーダく新規顧客 リピー トオーダ=新 規顧客 リピー トオーダ〉新規顧客

サ ー ビス業

(情 報処理 ・
ソ フ ト ・通信)

(13)

民間く官公庁 0 0 3(25.0%)

民間=官 公庁 0 0 1(8.3%)

民間〉官公庁 0 1(100%) 8(66.7%)

合計 0 1(100%) 12(100%)

その 他のサ ー

ビス業

(43)

民間く官公庁 0 0 10(27.8%)

民間=官 公庁 0 2(66.7%) 0

民間〉官公庁 4(100%) 1(33.3%) 26(72.2%)

合計 4(100%) 3(100%) 36(100%)

その他

(5)

民間く官公庁 0 0 1(20%)

民間=官 公庁 0 0 0

民問〉官公庁 0 0 4(80%)

合計 0 0 5(100%)

庁受注を中心 とした北海道の産業構造は既に周知の事実であるが,官 公庁受注

に依存 したリピー トオーダーの構造は変革 しなければならない。この意味にお

いて,既 に建設業以外はある程度その方向に動 き始めていると考えられるが,

建設業の改革は遅れているとも言える。

3。 道外市場への進出に成功 している企業のプロフィール

マーケ ット構造の改革をより一層進めるためには,民 需を中心 とした市場を

創造 していかなければならない。現代は,イ ンターネット等の普及によって境

界のない市場,い わゆるグローバルな市場が登場 しつつあることも事実である

が,多 くの北海道企業にとって,現 実的な市場の認識としては,地 元地域ある

いは道内,お よび道外に区分できると考えられる。

本章では,道 内企業の道外進出に関する現状や,道 外進出に成功 していると

考えられる企業のプロフィールなどを明 らかにす る。

(1)道 外進出に対する基本的な整理の仕方

いかに市場拡大が企業運営の大命題であるにせ よ,す べての道内企業が道外

市場に展開しなければならないわけではない。 また,現 実的にそれは不可能で

ある。つま り本質的に,地 域密着型の企業運営が少なくとも現時点において最
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適な営業戦略 となる企業 も,相 当数存在 しているはずである。 このような面 を

考慮 して,本稿での道外進出に対する基本的な整理の仕方は表3の 通 りとした。

表3.本 稿での道外進出の基本的整理の仕方

道外進出の程度
未検討

道外進出を全く考えていない段階である。企業の経営戦略として道外

進出を全く必要としない企業も含まれる。

検討中 道外 進出について、検討 中の企業 である。

進出中 既 に道外 に進出 してい る企業 である。

道外進出の段階 模索期 まだ進 出は していない もの の、道外 進出を模索 してい る企業 である。

初期 進 出後、間 もない企業であ る。

成長期 道外進出の規模を拡大している最中の企業である。

成熟期 道外 に しっか しとした事業基盤 を確立 している企業であ る。

表3に 示 したように,本 稿では,"道 外進出の程度"と"道 外進出の段階"

という2つ の尺度で道外進出を整理 している。なお,道 外進出の程度は,主 に

道外進出に踏み切るか否か という場面で多 く用い,道 外進出の段階は,道 外で

の事業展開の進み具合 などの評価に用いた。

(2>道 内企業の道外市場進出のプロフィール

アンケー ト結果 より,555社 中148社 が道外 市場 に進 出 してお り(進 出率

26.7%),経 過年数の分布 は表4お よびグラフ1の 通 りであったが,こ れ らの

結果より道外進出企業数は最近徐々に増加傾向にあることがうかがえる。

道外進出後の経過年数を業種毎に示 したのが,表5で ある。表5の 結果にお

いて,道 外に全 く進出していない業種 は,"金 融 ・保険","不 動産業","電 気 ・

ガス ・熱供給"の3業 種であった。なお,官 公庁か らの受注が多い建設業界に

おいても,既 に約15%程 度が道外に進出している点は注 目に値する。 また,業

種毎の道外進出率は,業種毎のアンケー ト回収数が大 きくばらついているため,

信頼性はやや薄い数値であるが,製 造業は総 じて道外進出の率が高いようであ

る。
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表4.道 外進出後の経過年数ごとの合計社数

5年

未満

5～

10年

11～

15年

16～

20年

21～

25年

26～

30年

31～

35年

36～

40年

41～

45年

46～

50年

51年

以上
合計

社数 29 25 25 21 11 20 3 4 3 2 5 148

ノb避 誰 ぜ 誇 譜 誇 譜 誇 譜 〆

グラフ1.道 外進出後の経過年数毎の合計社数

表5.道 外進出後の経過年数毎の社数(業 種毎)

業種(総 数)
5年

未満

5～

10年

11～

15年

16～

20年

21～

25年

26～

30年

31～

35年

36～

40年

41～

45年

46～

50年

51年

以上 合計
進出率

農林業(2) 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50%

建 設業(154) 4 4 2 1 3 5 1 2 1 0 0 23 14.9%

金融保険(8) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

運輸 業(31) 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 3 9.7%

小売 ・外 食(49) 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 4.1%

不動産業(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

製造業(食 品)(36) 2 4 6 6 2 4 1 1 0 0 2 28 77.8%

製造業(木 材)(21) 1 0 2 0 0 2 0 0 1 1 1 8 38.1%

製造業(紙 ・パ ルプ)(2) 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 50%

製造業(車 輔 機 械)(11) 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 6 54.5%

その他製造業(50) 3 4 4 6 3 1 0 0 0 0 0 21 42%

電気 ・ガス ・熱供給(12) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

商社 ・卸売業等(101) 11 4 4 5 1 5 1 1 0 1 1 34 33.7%

サー ビス業(情 報処理 ・

ソフ ト ・通信)(13)
1 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 7 53.8%

その他サー ビス業(43) 4 1 1 2 1 2 0 0 0 0 0 11 25.6%

その他の業種(5) 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 3 60%
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(3)道 外進出と民間受注 ・リピー トオーダーの相関の変化

道外進出の程度,段 階ごとに,民 間受注 とリピー トオーダーの相関関係の変

化を見ると表6の 通 りである。なお表6に は,民 問受注の多さと道外進出の程

度および段階との相関も示 している。

表6.全 体および道外進出の程度、段階毎の民間受注の多さとリピートオーダーの多さなどとの関係

分析対象

民間受注の多 さと

リピー トオー ダ

民間受注の多さと
道外進出の程度

民間受注の多さと
道外進出の段階

相関係数 有意確率 相関係数 有意確率 相関係数 有意確率

全 体(全 サ ンプル)

一〇.118 0.005** 0,118 0,007*零 0,224 0.000*零

明か なマイナスの相関が

あ る。つ ま り、 リピー ト

ォーダーが 多いほ ど、民

間受注が少 ない とい う関

係で ある。

明かなプラスの相関があ

る。 つま り、道外進出の

程 度が進んでいるほ ど民

間受注 が多い とい う関係

である。

同左

道外進出未検討企業群

一・.1371・.・1・ 一 ・.・731・,31・

やや弱 いがマ イナスの相

関が存在 している。

分析対象の母集団が道外

進出の程度を固定してい
るため計算不能。

明確 な相 関 は み られ な
い。

道外進出模索中企業群

一・.184い.・ ・勝 一…171・
.8・8 一

明か なマ イナスの相関が

あ る。つ ま り、 リピー ト

オー ダーが多 いほど、民

間受注が少 ない とい う関

係であ る。

両者に相関はみられない。

分析対象の母集団が道外

進出の段階を固定してい
るため、計算不能。

道外進出初期企業群

一・
.1841・.244

一・
・1251・.448

同上
両者に相関はみられない。両者に相関はみ られない。

道外進出成長期企業群
・.・3・i・.793 …871・,115

同上
両者に相関はみられない。両者に相関はみられない。

道外進出成熟期企業群

一・
・1181・,369 ・・16・1・,24・

同上
両者に相関はみられない。両者に相関はみ られない。

表6の 結果 より,以 下の事柄が言える。

・リピー トオーダーが多いほど,民 間受注の割合が低い という関係は,全 サン

プルを対象 とした相関分析の結果に表われているが,厳 密には,道 外未進出

企業群 と道外進出模索中企業群に見 られる傾向である。つ まり,道 外進出段

階において,初 期以降の企業にはこのような傾向はみ られない。

・したがって,北 海道の全企業の傾向として,道 外進出の程度,段 階が進むほ
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ど,民 間か らの受注量の割合は増えている,あ るいは少 なくとも,増 える可

能性をひめていると解釈できる2)。

(4)営 業部門の組織文化 に注目した成功企業のプロフィール

北海道企業は,表1に 示 したように大多数が,"リ ピー トオーダー〉新規顧客"

かつ"民 間〉官公庁"の セグメントに属 している(有効回答496中342社,68.9%)。

実際に,市場規模が拡大 しているいわゆる右肩上が りの経済環境下においては,

新規顧客の獲得が重要な戦略 となるが,現 代のように市場が成熟 した社会にお

いては,既 存顧客の囲い込み ・保持の方が一般的により重要 な戦略 と位置付け

られるであろう。また,民 間需要 と官公庁需要の比較においては,官 公庁需要

を無視すべ きとい うわけではないが,少 なくとも官公庁需要 に頼る体質か ら民

間需要を主力 とした体質に変革すべ きである。

このような観点か ら,以 降の分析では上記 したセグメント(リ ピー トオーダ

〉新規顧客&民 間〉官公庁,以 降"分 析対象セグメン ト"と 呼ぶ)を 中心に進

めるが,ま ず最初に,全 アンケー ト結果と分析対象セグメントの基本的な違い

を,道 外進出の程度 ・段階に注 目して明 らかにする。

表7.全 アンケート結果と分析対象セグメントの道外進出程度・段階に対する相関項目の違い

全 ア ンケー ト結果 分析対象セ グメ ント

道外進出の程度 道外進出の段階 道外進出の程度 道外進出の段階

明確な営業戦略

強 い 相 関

相 関 係 数:0.138

有 意 確 率:0.002**

弱 い相関

相 関係 数:0.!02

有 意確 率:0.047*

相関 なし

相関係数:0.098

有意確率:0.090

相関な し

相 関係 数:0.034

有意確 率:0.623

営業戦略等は経営

層以外も認知

強い相関

相関係数:0.124

有意確率:0.005紳

弱 い相関

相 関係数:0.132

有 意確 率:0.010*

相関 なし

相関係数:0.111

有意確率:0.052

相 関な し

相関係数:0.110

有意確 率:0.104

表7の 結果か ら,リ ピー トオーダーと民間需要 を重視する企業体質へ移行す

るためには,"明 確 な営業戦略 とその告知"が 不可欠であることがわかる。こ

の傾向は分析対象セグメントか らは抽出されないが,,こ れは分析対象セグメ ン

トのはほぼ全ての企業が,こ の条件を充た しているため と考えられる。逆 に全
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表8.分 析対象セグメントにおける道外進出の程度 ・段階との主な相関項目

道外進出の程度 道外進出の段階

弱い相関 強い相関

営業部門における営業のプロの意識
(売るこ とに誇 りを感 じる意識) 相関係数:0.122 相 関係数:0.199

有 意確 率:0.033* 有 意 確 率:0.003**

強い相関 相関なし

営業部門における顧客情報の開示
相関係 数:Q.155 相 関係数:0.083

有 意確 率:0.007*串 有意確率:0.266

強い相関 強い相関

営業部門における新商品アイデアの創
造に対する対する積極性 相 関係 数:0.175 相 関係数:0.207

有 意確 率:0.002** 有 意 確 率:0.002**

アンケー ト結果を対象 とした場合には,こ の条件 を満たしていない企業が相当

数存在するため,強 い相関が抽出されるのである。

次に,分 析対象セグメン トにおいて,道 外進出の程度 ・段階との相関関係を

調べると,表8の ような結果が得 られた。

表8の 結果より,道 外進出の程度を進める(検 討中から進出中への移行)の

ためには,営 業部門の文化 として,"顧 客情報の開示","新 商品アイデアの創

造に対する積極性"が 大きく貢献 し,ま た,道 外進出の段階を進める(模 索～

初期～成長～成熟)の ためには,"営 業のプロ意識","新 商品アイデアの創造

に対する積極性"が 重要であることが明 らかとなった。

なお,こ こまでに抽出 した道外進出のための要件ともいえる相関項 目の平均

値(5点 尺度の結果)を,道 外進出の段階別に表9と グラフ2に 示す。

表9,グ ラフ2の 結果では,初 期か ら成長期 にかけて,営 業戦略の明確 さや

顧客情報の開示などが明らかに低 くなっているが,道 外進出後の色々な経営環

表9.道 外進出のための要件の程度 ・段階における平均値の推移

模索中 初期 成長期 成熟期

営業戦略の明確さ 3.69 4.08 3.90 3.73

経営層以外への周知 3.09 3.44 3.42 3.40

顧客情報開示 3.60 4.00 3.48 3.98

新商品アイデァの創出 2.69 2.81 3.08 3.17

営業のプロ意識 3.39 3.78 3.75 3.83
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一◆一 営 業戦略 の明確さ

一一層一一経営 層以外 への周 知
,

顧客情 報開 示
一一×一一新商 品アイデアの創 出1

営業の プロ意識

2

模索中 初期 成長期 成熟期

グラフ2.道 外進出のための要件項目の各段階における平均値の推移

表10.道 外進出の各段階における経過年数の平均

境の変化への対応などのためのある種の混乱が生 じているとも考えられる。た

だし,営 業部門における新商品アイデアの創出に対する積極性だけは,一 貫 し

てその値を上昇させてお り,こ の項 目の重要性をうかがわせる。

ちなみに,道外進出の各段階の進出後の経過年数の平均は表10の 通 りである。

表10の 結果 より,模 索期の平均年数が初期より大 きな結果 となってお り,あ

る種の矛盾 とも見えるが,こ れは,進 出したもののなかなか軌道にのらない企

業が,自 身の道外進出段階を模索期 と判断しているためと考えられる。

4.道 外市場展開に関する戦略の再検討の必要性

(1)道 外市場展開に関する必要性の認識と道外進出段階

前章では,道 外進出の要件について抽出したが,す べての道内企業にとって

道外進出が必ず しも最善の市場拡大戦略でないことは明 らかである。業態によ
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っては,そ もそ も道外への進出がほぼ不可能な企業 も存在 している。

今回の調査では,道 外への進出段階とは別に,今 後の道外進出の必要性 につ

いても調査 している。具体的には,

・道外進出はきわめて重要な戦略

・道内市場の強固の方が重要な戦略

・道外進出は困難

の中か らの選択式の設問である。

この設問と道外への進出段階の認識に関する設問の全サ ンプルを対象 とした

クロス集計結果は表11の 通 りである。 また,前 章でのべた分析対象セグメント

(リピー トオーダー&民 間受注)に おける同様のクロス集計結果を表12に 示す。

表11お よび表12の 結果より,全 サ ンプルと分析対象セグメントの問では,道

外市場の必要性を極めて重要 と認識している率(全 サ ンプル(表11):37.8%,

分析対象セグメント(表12):45.8%)に 明らかな差異はあるものの,道 外進

表11.道外進出の段階認識と今後の道外進出の必要性に関するクロス集計結果(全サンプル対象)

今 後 の 道 外 進 出 の 必 要 性

道外進出は極めて

重要
道内市場強固の方
が重要

道外進出は困難
合 計

模索期 度数 24 76 104 204

進出の段階% 11.8% 37.3% 51.0% 100%

今後の必要性% 16.8% 63.3% 83.9% 52.4%

総和% 6.2% 19.5% 26.7% 52.4%

進

出

の

初期 度数

進出の段階%

今後の必要性%
総和%

29

67.4%

20.0%

7.5%

14

32.6%

11.7%

3.6%

0 43

100%

11.1%

11.1%

段
成長期 度数

進出の段階%

55

69.6%

13
16.5%

11

13.9%

79

100%

階 今後の必要性% 37.9% 10.8% 8.9% 20.3%

総和% 14.1% 3.3% 2.8% 20.3%

成熟期 度数 37 17 9 63

進出の段階% 58.7% 27.0% 14.3% 100%

今後の必要性% 25.5% 14.2% 7.3% 16.2%

総和% 9.5% 4.4% 2.3% 16.2%

合 計 度数 145 120 124 389

進出の段階% 37.3% 30.8% 31.9% 100%

今後の必要性% 100% 100% 100.0% 100%

総和% 37.3% 30.8% 31.9% 100%
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表12.道外進出の段階認識と今後の道外進出の必要性に関するクロス集計結果(分 析対象セグメント対象)

今後の道外進出の必要性

道外進出は極めて
重要

道内市場強固の方

が重要
道外進出は困難

合計

模索期 度数 13 31 57 101

進出の段階% 12.9% 30.7% 56.4% 100%

今後の必要性% 12.6% 58.5% 82.6% 44.9%

総和% 5.8% 13.8% 25.3% 44.9%

進 初期 度数
進出の段階%

21

75.0%

7

25.0%

0 28

100%

出 今後の必要性% 20.4% 13.2% 12.4%

総和% 9.3% 3.1% 12.4%
の
成長期 度数 38 7 7 52

段 進出の段階% 73.1% 13.5% 13.5% 100%

階
今後の必要性%
総和%

36.9%

16.9%

13.2%

3.1%

10.1%

3.1%

23.1%

23.1%

成熟期 度数 31 8 5 44

進出の段階% 70.5% 18.2% 11.4% 100%

今後の必要性% 30.1% 15.1% 7.2% 19.6%

総和% 13.8% 3.6% 2.2% 19.6%

合 計 度数 103 53 69 225

進出の段階% 45.8% 23.6% 30.7% 100%

今後の必要性% 100% 100% 100% 100%

総和% 45.8% 23.6% 30.7% 100%

出は困難 とする率はほぼ同 じである(全 サ ンプル(表11):31.9%,分 析対象

セグメン ト(表12):30.7%)。 この率は,道 外進出の段階を模索期 としてい

る企業群の中では半数以上になっている(全 サンフ.ル(表11):51。0%,分 析

対象セグメント(表12):56.4%)。 道外進出段階を初期 としている企業群の

中には,道 外進出は困難とする企業は存在 していないが,成 長期,成 熟期 にお

いては,10%以 上の企業が困難 としている。

(2)道 外進出要件にみる"道 外進出の必要性の認識"の 再考の必要性

前章の分析から,道 外進出の要件 として以下の項 目を抽出した。

・明確な営業戦略の立案

・明確な営業戦略の告知

・営業部門における営業のプロ意識の醸成

・営業部門における顧客情報の開示
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・営業部門における新商品アイデアの創出

これらの項 目と,今後の道外進出の必要性の認識のクロス集計 を表13に 示す。

表13.道 外進出の必要性の認識と進出要件のクロス集計結果

営 業 戦 略 明 確

全 く異 なる やや異なる どちらで もない ややその通 り 全 くその通 り

全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象

道外進出は極めて重要 4 3 11 5 28 22 44 30 55 41

道外市場強固の方が重要 1 1 16 9 44 17 58 25 35 23

道外進出は無理 13 7 29 16 68 35 64 34 50 38

営 業 戦 略 の,告 知

全く異なる やや異なる どちらで もない ややその通 り 全 くその通 り

全 サ ン

プル

分析
対象
全サ ン

プル

分析
対象
全サ ン

プル

分析
対象
全サ ン

プル

分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象

道外進出は極めて重要 9 4 28 22 34 22 41 30 32 24

道外市場強固の方が重要 7 3 41 24 46 20 41 14 21 16

道外進出は無理 26 16 58 29 66 36 41 24 36 27

営業のプロ意識

全 く異 なる やや異なる どちらで もない ややそ の通 り 全 くその通 り

全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン

プル
分析
対象
全サ ン

プル
分析
対象
全 サ ン

プル

分析
対象
全サ ン

プル

分析
対象

道外進出は極めて重要 2 1 10 5 40 27 60 41 28 24

道外市場強固の方が重要 6 4 18 9 60 28 48 26 26 13

道外進出は無理 10 4 19 7 68 45 97 61 27 16

顧 客 情 報 開 示

全く異なる やや異なる どちらでもない ややそ の通 り 全 くその通 り

全 サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン

プル
分析
対象

全サ ン

プル
分析
対象
全サ ン

プル

分析
対象

道外進出は極めて重要 1 1 14 10 32 22 52 33 40 31

道外市場強固の方が重要 2 1 15 7 62 34 42 20 37 17

道外進出は無理 10 8 22 15 72 44 70 39 49 27

新 商 品 ア イ デ ア の 創 出

全く異なる やや異なる どちらで もない ややそ の通 り 全 くその通 り

全 サン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象
全 サ ン
プル
分析
対象
全サ ン
プル
分析
対象

道外進出は極めて重要 4 3 40 28 62 41 23 17 10 8

道外市場強固の方が重要 22 13 35 19 66 30 29 13 4 3

道外進出は無理 17 10 71 42 99 62 29 17 3 1

表13の 結果より,道 外進出の要件項 目を備えているにも関わ らず,"道 内市

場強固の方が重要"あ るいは"道 外進出は無理"と している企業が相当数存在

していることがわかる。逆に,道 外進出要件が整っていないにも関わらず,道
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外進出を重要戦略 として位置付けている企業 も多い。

もちろん,本 稿で抽出した道外進出の要件項 目だけで戦略 を決定することは

できず,ま た,道 外進出が常に適切な戦略 というわけではない。また,戦 略決

定のためには財務的な状況や経営環境 なども勘案して決定すべ きことは言うま

でもないが,再 度,道 外進出 も視野 に入れた戦略を検討 してみることは多 くの

企業にとって有効と考えられる。

5.道 外市場進出要件の影響 ・醸成要件

本章では,既 に抽出した道外進出に有効 と考えられる5項 目間の関係 を明 ら

かにするとともに,こ れらと強い関わ りを有する項目か ら,ど のような企業内

組織環境がこれらの要件 を醸成するのかという点について分析する。

(1)5要 件間の関わり

道外進出に有効 と考え られる5要 件の問の関わ りは表14に 示す通 りである。

表14.5要 件間の関わり

戦略の明確化
戦略等の経営層以外
への理解の推進

僧業部門におけるプ
ロ意識 顧客情報の開示

戦略等の経営層以外
への理解の推進

強い相 関 糧

相関 係数:0.312

有意 確率:0.000

営業部門におけるプ
ロ意識

強い相 関**

相関 係数:0.224

有意 確率:0.000

強い相 関 林

相 関係数:0.233

有 意確率:0.000

顧客情報の開示

強い相 関*串

相 関係数:0.298

有意 確率:0.000

強い相 関*宰

相 関係数:0.317

有 意確率:0.000

強 い相関**

相 関係 数:0.230

有意確 率:0.000

新商品アイデアの創

出に対する積極性

強い相 関 纏

相 関係数:0.224

有意確 率:0.000

強 い相 関 零*

相 関係数:0.265

有意 確率:0.000

強 い相関*宰

相 関係 数:0.380

有 意確率:0.000

強 い相関 株

相関係 数:0.200

有意確率:0.000

表14の 結果より,5項 目の問にはいずれも極めて強い関係が存在 しているこ

とが明らかである。 ようするに,い ずれかの要件だけが単独で独立的に備わる

ことは極めて起こり難いことを示唆している。
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(2)5要 件と強い関わりをもつ項目

本節では,道 外進出のための5要 件 と強い関わりを持つ項 目を抽出 し,具 体

的にどのような営業活動や販売促進のための活動や制度,考 え方が,5要 件を

醸成するかを探 る。具体的な営業活動は,大 きく次の7点 に注 目して設定 し,

アンケー トで調査 した。これらの詳細項 目と5要 件の相関を表15に 示す。

・引合い情報の入手のための活動 ・人的ネッ トワークの形成のための活動

・引合への具体的な対応に関する活動および考え方

・成約時の決め手に関する考え方 ・苦情処理関係の制度 ・活動

・販売計画立案関連の活動 ・情報活用

・営業支援 ・販促支援のための制度 ・活動

表15.具 体 的な営業活動と5要 件の相関('tを 付 した項 目が強い関係)

戦略不明確
との相関

経営層のみ
理解との相

関

営業のプロ
との相関

顧客情報非

開示との相
関

新商品アイ
デアを出す

との相関

引合い情報
の入手のた

めの活動

営業マ ンの活動 ・人的ネットワークを通 じて
零零 串串 索* *ホ 料

広告 ・看板 ・チラシによって *零

営業以外の活動 ・人的ネットワークを通じて *零 3*

顧客への提案営業によって 鵯 " ** 串零 孝零

人的ネット

ワークの形

成のための

活動

異業種交流会 零 零宰 串宰

営業活動を通じて *掌 審零 *零 林 宰串

引合への具

体的な対応
に関する活

動 ・考え方

その営業 ・販売部門だけで対応 掌 串串

複数の営業 ・販売部門で対応 零掌 串零 串宰 ホ零 *零

社内他部門と協力で対応 零宰 宰零 林

協力業者や下請け部門と協力して対応 林

価格(値 引き)で優位性確保 曝 零* 零卑

サービス・付加価値の向上で優位性確保 参* ホホ ** ** **

顧客との密なコンタクトで優位性確保 *零 ‡* 零掌 零零 *零

経費 ・コストの適正化で優位性確保 8掌 *塗 ** *零

ニーズに応じた商品選択で優位性確保 串串 孝零 *寧 3零 零*

製造過程の把握で顧客ニーズに対応 ** 樽 事8

在庫品の把握で顧客ニーズに対応 零ホ 零零 *亭

協力部署の把握で顧客ニーズに対応 亭零 ホ*

成約時の決
め手に関す

る考え方

ニーズへの対応 零寧 綜 零‡ 零串 艸

過去の成功パターンの尊重 宰* 事3

過去の失注経験に基づく工夫 拳零 宰*

値引き 零零 零皐
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表15.具 体的な営業活動と5要 件の相関("'を 付 した項目が強い関係)(つ づき)

戦略不明確

との相関

経営層のみ
理解との相

関

営業のプロ

との相関

顧客情報非

開示との相

関

新商品アイ
デァを出す

との相関

苦情処理関

係の制度 ・

活動

苦情 ・問題 は多発 *ホ ホ寧 零零

苦情解決に手間取る 参* 零寧 宰寧

苦情への対応記録あり 糧 *專 宰串

苦情への対応制度化済み 林 *零 零* ** 8雰

手続き的に対応できない苦情多発 ホ拳 零事

苦情や問題解決のためには社員は残
業をいとわず

** 串‡ ホホ 零零 串串

下請け会社は協力的 ネ* 宰ホ

他部門は協力的 *掌 ** 廓事

金銭的な問題多発 *串 *ホ

段取りや量の問題多発 掌事 ホホ

苦情で顧客喪失経験あり 串串 零ホ *掌

迅速な対応で信頼強化 零な 3零 ‡穿 紳

販売計画関

連の活動 ・

情報活用

営業部門計画の立案 軸 宰零 串零 ホ孝 零掌

需給状況や販売状況の情報活用 紳 ** 零事 林 零零

競合他社の情報活用 *獣 零事 樽 参零 *寧

顧客の計画情報の活用 零* 寧零 *串 零雰 零*

顧客毎の販売実績データの活用 ネ拳 零* ホ事 ‡零 宰孝

顧客毎の数値データの活用 宰* ** 牌 雰零 零*

顧客毎の基本情報の活用 串取 串* 宰* 零零 事*

営業支援 ・

販促支援の

た めの制

度 ・活動 ・

施策

売上や利益達成方策の明確化 *象 零事 *ヰ ** 零ホ

情報の組織内の共有 串噛 寧ホ 榊 ホ傘 宰串

情報の収集管理体制の確立 零准 零宰 零零 *串 零事

業績の検討や分析の実施 *象 *零 *ホ 事* **

日報 ・週報などによる営業活動管理 宰取 林 ** 零雰 緋

販促のための施策やイベントの効果

分析

*毒 紳 率拳 ホホ ホ宰

顧客の最新ニーズの把握 串喰 串‡ ** *零 林

顧客の経営計画の収集管理 *傘 絆 零事 宰雫 #

競合他社情報の収集や分析 林 零ホ ** 宰* ホ*

市場分析やライバル分析の実施 糟 ** *串 率零 掌寧

組織レベルでの販促活動 零象 審宰 *事 *率 *宰

rn

販促 ッー ルの整備 串* 串零 韓 零零 率塗

送品の納期管理の仕組の確立 事喰 榊 榊 零8 *宰

営業部門支援スタッフの機能充実 林 ホ* ‡零 串象 零事

5要 件の うち,"戦 略の明確化"お よびそれを"経営層以外に理解 させること"

については,企 業の基本的な経営の仕組みであるので トップダウン的に行う必

要性が高い と思われるが,そ れ以外の3項 目については,営 業部門の組織文化
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表16.5要 件すべてと強い相関を示した具体的な営業活動

引合い情報の入手のための活動
・営 業マ ンの活動 ・人的 ネッ トワークを通 じて

・顧 客への提案営業 によって

人的ネ ッ トワー クの形成 のための活動 ・営 業活動を通 じて

引合への具体的な対応に関する活動・考え方

・複数の営業 ・販売部 門で対応

・サー ビス ・付加価値の向上で優位性確保

・顧 客 との密な コンタク トで優位性確保

・ニーズに応 じた商品選択で優位性確保

成約時の決め手に関する考え方 ・ニ ー ズ へ の 対 応

苦情処理関係の制度 ・活動

'

・苦情への対応制度化済み

・苦情や問題を解決するためには社員は残業を

いとわず

販売計画関連の活動 ・情報活用

・営業部門計画の立案
・需給状況や販売状況の情報活用

・競合他社の情報活用
・顧客の計画情報の活用

・顧客毎の販売実績データの活用
・顧客毎の数値データの活用

・顧客毎の基本情報の活用

営業 支援 ・販促支援の ための制度 ・活動 ・施策

・売 上や利益達成方策の明確化

・情 報の組織内の共有

・情 報の収集管理体制の確立

・業 績の検討や分析の実施

・日報 ・週報な どによる営業活動管 理

・販 促のための施策や イベ ン トの効 果分析

・顧 客の最新ニー ズの把握

・顧 客の経営計画の収集管理

・競 合他社情報の収集や分析

・市場 分析 やラ イバ ル分析の実施

・組織 レベルでの販促活動

・販促 ツールの整備

・送 品の納期管理の仕組の確立

・営業 部門支援ス タッフの機能充実

とも呼べ る内容であ り,ロ 頭で指示 しても一夕一朝に実践することは難 しい と

考えられる。 しかし,表15中 で5要 件すべてと強い相関を示 した31項 目(表16

参照)の 実施は少なか らずこれ らの営業部門文化の醸成に役立つと考えられる。

6.道 外進出失敗企業の特質

本章では,過 去に道外に進出し失敗(撤 退)し た原因を探る。分析の方法は,

道外進出をしていない企業を除いた上で,次 の2つ のグループに分類 し,ど の
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表17.道 外進出から撤退した企業と相関を示す項目

相関係数 有意確率

業界雑誌や入札情報で引合い情報を取得 0,241 0,001 *零

親会社 ・関連会社 ・上部組織経由の道外進出 0,248 0,001 *寧

道外進出の阻害要因は商習慣や閉鎖性 0,242 0,002 **

協力業者や下請け部門と協力して引合に対応 0,212 0,004 串宰

道外進出の阻害要因は販売ルートが確立できない 0.2 0.01 *

社員の道外進出への消極性 0,194 0,013 串

引合情報の取得 は営業以外 の活動 ・人的ネ ッ トワー クを通 じて 0,186 0,014 寧

顧客情報を開示せず 0,175 0,019 寧

人的ネットワークは異業種交流会を通じて形成 0,163 0.03 串

引合情報の取得は,社 長 ・経営層 の人的ネ ッ トワー クを通 じて 0,152 0,043 寧

苦情において品質 ・機能的問題多発 一〇
.148 0,045

串

商社 ・卸売問屋・代理店への委託による道外進出 一〇
.145 0,045 喰

ような企業に撤退企業が多いかを,各 種項 目との相関で探 る。相関を示 した項

目は表17の 通 りである。

・過去に道外に進出したが現在は撤退 している企業

・現在 ,道 外に進出しているか,あ るいは進出を検討 している企業

表17に 示 したように,道 外進出後撤退 した企業と強い相関を示 しているのは

・業界雑誌や入札情報で引合い情報を取得

・親会社 ・関連会社 ・上部組織経由の道外進出

・道外市場の商習慣や閉鎖性を打破できない

・協力業者や下請け部門と密i接なつなが りをもつ

などの項 目である。 これ らの項 目か ら,"旧 態依然"あ るいは"北 海道固有"

の業界の慣習や閉鎖性 に大 きく依存 している企業が失敗 している と考えられ

る。また,親 会社 など他の組織主導,i換 言すると,"他 力本願的"な 進出も失

敗の大きな原因であろう。

やや強い相関として抽出されている項 目か らは,営 業部門の消極性や販路開

拓の立ち遅れなどが道外進出失敗の原因になっていることが読み取れる。つま

り,ト ップの人的なネットワークだけでは道外進出が大きく展開しない可能性

が高いとも考えられる。人的なネットワーク形成においても,多 くは官公庁の
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施策などによってあつらえられたと考えられる"異 業種交流会"な どに依存 し

ているだけでは不充分なのであろう。

表17の 最後の2項 目(苦 情における品質 ・機能的問題 と商社 ・卸売問屋 ・代

理店への委託による道外進出)に は注意が必要である。相関係数の値が一〇.148

と一〇.145となっていることか ら,マ イナスの関係があることを示 している。

つ まり,裏 返すと

・苦情において品質 ・機能的問題が発生 しないほど道外進出は失敗する

・商社 ・卸売問屋 ・代理店に委託 しないほど道外進出は失敗する

ということである。これらの関係はやや奇異に感 じられるかもしれないが,品

質機 能的な苦情が発生 しない ということは,実 際の商品の品質 ・機能的な問

題の発生以前に,こ れ らの情報が企業 まで戻ってこない状況が存在 しているほ

ど,道 外進出に失敗するということであろう。つ まり,顧 客 とのコミュニケー

ション不足を暗に示 していると考えられる。

商社 ・卸売問屋 ・代理店については,道 外市場に基盤を既に持っている流通

業者は充分にその力量や優位性 を見極めた上で,連 携 して事業を進めるべ きこ

とを示 しているのであろう。通常この ような,道 外に基盤を持つ流通業者 とは,

道内で事業を展開していた限 りにおいては多 くの取引は行っていないと考えら

れるので,既 に取引のある協力業者 と連携することを薦めているわけではない。

7.そ の他の道外進出成功要件

本章では,こ れまでに述べてきた事柄以外の道外進出成功要因を示す。道外

進出の段階(模 索～進出～成長～成熟)と 強い相関関係 を持つ項 目は表18の と

お りである。

表18よ り,道 外進出を成功 させ るためには,何 らかの支所 ・営業所 ・物流拠

点の必要性が高い事が示されている。また,成 約の決め手あるいは競合他社 と

の差別化のポイントとして"値 引き"を 重視する戦略は,道 外進出に向かない

ことが示 されている(相 関係数が一〇.165とマイナスの値になっているため)。
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表18、その他の道外進出の成功要因

相関係数 有意確率

支所 ・営業所 ・物流拠点 の設置 0,397 0 *零

制約の決め手としての値引き 一〇。165 0,001 *串

道外進出阻害要因としてのメンテナンス体制(地理的不利) 一〇.189 0,001 ** 一

道外進出のきっかけとして道外の客が多かったこと 0,229 0,002
率串

親会社・関連会社 ・上部組織経由の進出 0,133 0,008 率窄

つ まり,値引 きではなく,商 品の機能的な差別化などが重要ということである。

このことは,新 商品アイデアが極めて重要 という記述の指摘 とも符号する。

3番 目のメンテナンス体制(地 理的不利)は 最初の項目(拠 点の設置)の 裏

返 しである。この項 目についても,相 関係数が一一〇.189とマイナスの値になっ

ているので,拠 点の設置など,何 らかの方策 をもって地理的な不利 を克服 しな

ければならないことを示 している。また,道 外進出を本格的に行 う以前に,あ

る程度の量の道外顧客を確保することも重要である。

なお,最 後の項 目は前章で述べた事柄 と矛盾する(前 章では親会社 ・関連会

社 ・上部組織経由の道外進出では失敗する可能性が高い事 を指摘)が,現 状に

おいてはこのような上部組織経由の進出でも相当程度,成 功 していることが事

実 として示 されている。道外進出のきっかけとしては,こ のような上部組織を

経由した進出も現実的な戦略 としては妥当性は高い と考えられるが,た だ し,

いつまでもこのような上部組織頼 りの道外の事業展開では,や はり事業基盤が

脆弱になりがち(た とえば,親 会社の景気に依存 してしまう等)な ので,自 立

性を高めるような施策が必要 と考えられる。

8.公 的施策の効果

今回の調査では,公 的施策の効果についても調査 している。具体的には,

・公的補助 などの利用 ・異業種交流会 ・優良道産品の認

・道産品DBへ の登録 ・商談会 ・見本市 ・エ ンドユーザ向けイベン ト

のそれぞれの効果を,
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・売上への貢献 ・販路開拓への貢献 ・引合確保への貢献

・顧客ニーズ把握への貢献 ・道外進出への貢献

という5つ の観点から調査 している。

45

まず,こ れらの施策への参加の割合であるが,結 果は表19に 示す通 りであ り,

参加率はさほど高いとは言えないようである。

表19.各 種公的施策への参加の割合

参加企業数 割合

公的補助 89 15.6%

異業種交流会 200 35.1%

優良道参品としての認定 43 7.6%

道産品DBへ の登録 16 2.8%

商談会 ・見本市 113 19.9%

エ ン ドユ ーザ向け イベ ン ト 96 16.9%

次に事業的な貢献の度合であるが,道 外進出の程度(未 進出～検討中～進出

中)の 尺度において,公 的補助,異 業種交流会,商 談会 ・見本市の各施策が,

道外進出へに貢献 していることが明らか となった。売上の尺度 とみ られる民間

受注や リピー トオーダーなどとは相関が検出されなかった。(表20.参 照)

9.結 論

本稿では,道 内企業の営業部門責任者に対す るアンケー ト調査結果 より,道

外市場進出の成功要因や失敗要因を,営 業的な観点か ら分析 した。その結果,

以下のような事が明かとなった。

・リピー トオーダーが増 えるにつれ官公庁受注が増えるという北海道的な市場

の特徴は建設業を中心 に存在 しているが,こ の傾向は道外 に進出していない

企業に見 られる傾向であ り,道外に進出している企業の場合は,リ ピー トオー

ダーが増えるにつれ民間受注が高まるという逆の可能性 を示 している。 した

がって,現 在のところ官公庁受注を中心 としたリピー トオーダーを多 く持つ

企業が多いのは事実であるが,道 外進出はこのような北海道的な市場の特徴
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表加.公 的施策との相関

民間受注の多さとの相

関

リピー トオーダの多さ

との相関

道外進出の段階認識と
の相関

道外進出の程度との相

関

相関係数有意確率 相関係数有意確率 相関係数有意確率 相関係数有意確率

公
的
補…
助

売上拡大に貢献 0,002 0,985 一〇
.16 0,137 0,007 0,956 一〇

.051 0,646

販路開拓などに貢献 0,005 0,966 一〇.12 0,277 0,016 0,898 0,011 0,919

引合確保に貢献 0,022 0,845 一〇」7 0,131 0,007 0,958 0,006 0,957

顧客ニーズ把握に貢献 0,105 0.35 一〇.01 0,967 一〇.01 0,954 一〇.074 0,516

道外進出に貢献 0,002 0,984 0,024 0,841 0,267 0,037 0,518 0 率拳

異
業
種工

父
流
会

売上拡大に貢献 0,055 0,447 一〇
,05 0,505 一〇

.09 0,279 一〇
.111 0,134

販路開拓などに貢献 0,098 0,176 0,001 0,988 一〇
.01 0,874 一〇

.089 0,231

引合確保に貢献 0.12 0,098 一〇.02 0,748 一〇 0,977 一〇.011 0,886

顧客ニーズ把握に貢献 0.02 0.78 0,011 0,874 一〇.14 0,098 一〇.117 0ユ17

道外進出に貢献 0,074 0,675 一〇.05 0,484 0,205 0,018 0,425 0 宰零

優良

道
産

品

売上拡大に貢献 一〇.09 0,586 一〇.21 0ユ82 一〇
.1 0,555 一〇.275 0,086

販路開拓などに貢献 0,009 0,955 一〇
,16 0,302 一〇

.03 0,868 一〇.184 0,256

引合確保に貢献
一〇
.15 0,357 一〇

,15 0,339 一〇
.15 0,361 一〇

.311 0,051

顧客ニーズ把握に貢献 一〇.12 0,441 一〇.17 0,282 一〇.32 0,048 一〇
,266 0,097

道外進出に貢献 一〇.13 0,439 一〇.02 0,928 一〇.18 0,271 0,177 0,282

道
産
品
D
B

売上拡大に貢献 一 『 一〇.15 0,572 0,135 0,619 一〇.137 0,614

販路開拓などに貢献 一 一 一〇ユ8 0,506 0,095 0,727 一〇.167 0,536

引合確保に貢献 一 一 一〇.04 0,887 0,103 0,705 一〇.049 0,856

顧客ニーズ把握に貢献 一 一 一〇.16 0,564 0,236 0,379 0,104 0,702

道外進出に貢献 一 一 0,122 0,654 0,268 0,316 0,223 0,406

商
談
会
・

見
本
市

売上拡大に貢献 0,036 0,715 一〇.06 0,556 0,134 0.22 0,124 0,223

販路開拓などに貢献 0,011 0,908 0,015 0,881 0,186 0,087 0,174 0,086

引合確保に貢献 0,045 0,645 0,009 0,924 0,249 0,021 0,146 0.15

顧客ニーズ把握に貢献 一〇
.2 0,035

ヰ 0,109 0.26 一〇.06 0,553 一〇.22 0,028 宰

道外進出に貢献 0,144 0,159 0,068 0,509 0,186 0,098 0,351 0,001
纏

イ
ベ

ン

ト

売上拡大に貢献 0,066 0,533 一〇
,22 0,039 * 0,092 0,437 一〇

.089 0,408

販路開拓などに貢献 0,109 0,306 一〇.12 0,264 0,072 0,548 一〇.105 0,335

引合確保に貢献 0,061 0,564 一〇.04 0,679 0,141 0,232 一〇.011 0,919

顧客ニーズ把握に貢献 一〇.14 0,181 0,186 0,076 一〇.01 0,966 一〇.169 0,115

道外進出に貢献 一〇
,02 0,867 0,039 0.72 0,134 0,264 0,215 0,049

串

を打破するための有効な1つ の方策 とな りうる。

・道外への進出が難 しい と考えられる業種 は金融 ・保険,不動産,電 気 ・ガス ・

熱供給などで,そ の他の業種 は向き不向きがあるとはいうものの,建 設業 も

含めて,道 外への進出は可能である。

・道外進出の要件 とも呼べる成功要因は,次 の5項 目である。

・戦略の明確化 ・経営層以外への戦略の理解の推進
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・営業部門における営業のプロ意識 ・顧客情報の開示

・新商品アイデアの創出に対する積極性

・道外進出が必ずしも最善の営業戦略ではないが,多 くの企業が現在の戦略の

妥当性 を見なおす必要がある。企業によっては,道 外進出を志向しているも

のの現時点ではそれを模索すべ きでない企業も存在する。逆に,道 外進出を

無理 としている企業であっても,充 分に成功の可能性を有している企業 も存

在 していると考えられる。

・道外進出に失敗 した企業の共通する特徴 としては,以 下のような点が挙げ ら

れる。

・"旧 態以前"あ るいは"北 海道固有"の 業界の慣習や閉鎖性に大 きく依存

している企業

・親会社 などの他の組織主導/他 力本願的な道外進出

・営業部門全体の協力や販路開拓などの積極性のない企業

・顧客 とのコミュニケーション(顧 客からの苦情情報の受付)が 充分に行え

ない企業

・これまでに取引はない ものの既 に道外に基盤を持つ優良な流通業者 と連携

できない企業

・その他の道外進出の成功要因は以下の通 りである。

・支所 ・営業所 ・物流拠点の設置などによる地理的不利の克服

・値引 き以外の部分での競争における優位性の確保

・本格進出以前にある程度の道外顧客を確保すること

1)1999年8月 に道内1451社 に対 して,「北海道企業の市場拡大施策立案のための調査」

(郵送式 アンケー ト)を 営業 ・販売部門の責任者に対 して実施 した。主な設問項

目は,需 要顧客の特性,道 外市場進出の現況,経 営理念 と戦略の組織浸透度,営

業体制,引 合か ら成約(受 注)の プロセス,制 約後の苦情 ・問題発生時の対応,

道外進出の経緯,市 場拡大のための行政施策の有効性,そ の他営業施策などであ

る。569社 か ら回答を得,回 収率は,39.2%で あ った。

2)民 間受注の多 さとの関係 において,道 外進出未検討の企業群や道外進出の各段階

(模索期,初 期,成 長期,成 熟期)に おいて,明 らかな関係がみ られないのは,

道外進出の程度に関す る設問に対する回答が以下(表A1,A2)の 通 りのため
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である。つ まり,道 外進出未検討 と回答 した企業 は,当 該設問に対する有効回

答数529社 中356社(67.3%)で あ るが,こ れ らの企業の うち,道 外進 出の段 階

について回答 した企業 は195社 で あ り161社(45.2%)は 道外進出の段 階に関す

る設問には回答 してお らず,さ らに,回 答 した企業の86.2%(168社)が 模索期

と応 えているため,程 度 における未検討企業は,殆 んどが段 階における模索期

企業 とな り,実 質的に段 階が固定されて しまっている。 したがって,道 外進出

の段階の進んだ企業が殆んど含 まれなかったため,民 間受注の多 さについて,

道外進出程度が未検討の企業群や道外進 出の各段階の企業群において明か な相

関関係が現われなかったのである。

同様 に,道 外進出の各段階の道外進出の程度は,そ れぞれ,模 索期 の企業の

85.7%(168社)が 程度において未検討,進 出初期の企業 の92.5%(37社),成

長 期の企業の82.2%(60社),成 熟期の企業の80.7%(46社)が 程度において進

出中となってお り,実 質的 に道外進出の程度がほぼ固定されている(各 程度に

分散 していない)た め,程 度の進み具合 に関わる関係が抽出されなかったので

ある。

表A1道 外進出の程度の度数分布

度 数 パ ー セ ン ト 有効 パ ー セ ン ト 累積 パ ーセ ン ト

有効
道外進出未検討 356 62.6% 67.3% 67.3%

道外進出検討中 16 2.8% 3.0% 70.3%

道外進出中 157 27.6% 29.7% 100%

中 計 529 93.0% 100%

システム欠損値 40 7.0%

合 計 569 100%

表A2道 外進出の程度と段階のクロス集計表

進 出 の 段 階 ム 計

模索期 進出初期 成長期 成熟期
口

未検討 度数 168 3 13 11 195

程度の% 86.2% 1.5% 6.7% 5.6% 100.0%

道 段階の% 85.7% 7.5% 17.8% 19.3% 53.3%

外 総和の% 45.9% 0.8% 3.6% 3.0% 53.3%

進 検討中 度数 15 15

出
程度の%
段階の%

100.0%

7.7%

100.0%

4.1%

の 総和の% 4.1% 4.1%

程 進出中 度数 13 37 60 46 156

度 程度の% 8.3% 23.7% 38.5% 29.5% 100%

段階の% 6.6% 92.5% 82.2% 80.7% 42.6%

総和の% 3.6% 10.1% 16.4% 12.6% 42.6%

合 計 度数 196 40 73 57 366

程度の% 53.6% 10.9% 19.9% 15.6% 100.0%

段階の% 100.0% 100.0% 10010% 100.0% 100.0%

総和の% 53.6% 10.9% 19.9% 15.6% 100.0%


